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研究成果の概要（和文）：中・高等学校「総合的な学習の時間」で体験型キャリア教育を促進するためには、事前指導
の場面では探究する課題を協同的に設定したり、自己効力感や自尊感情を高めるエクササイズを行ったりすること、事
後指導の場面では新たな課題を設定したり、評価の充実を図ったりすることが有効である。「エクササイズ」では他者
と関わったり、自分の個性を考えたりする活動を行うことが、「協同」する場面ではファシリテーションを採用し、話
し合いを可視化して集団思考と個人思考とを往還させることが効果的である。また、「評価」に関しては、質問紙等に
よる定量的な結果と感想文等の定性的な結果とは正に相関するとは限らないので、注意が必要である。

研究成果の概要（英文）：In order to encourage experience-based career education during "period for integra
ted study" at junior and senior high schools, it is effective to cooperatively set challenges exploring an
 advance guidance situation, do exercises which heighten self-efficacy and self-esteem, set new challenges
 in an advance guidance situation, and plan improvement evaluations. Doing exercises to consider how other
s effect one's own personality is effective for adopting facilities in a cooperative setting and visualizi
ng discussion as incoming and outgoing group thoughts and individual thoughts. Also, as for evaluations it
's important to take notice that it's not necessary for the quantitative results from the question sheet a
nd impressions sheet to correlate.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 体験型キャリア教育の位置づけ 
キャリア教育の推進は、平成 20 年に閣議

決定された教育振興基本計画において打ち
出されたものであり、公文書においては初め
て、同用語が使用された。これを受ける形で、
平成 20・21 年告示の学習指導要領において
は学校教育におけるキャリア教育の推進が
規定され、各学校においては教育課程の編
成・実施において具体的な取組が求められる
ようになった。 
こうした状況下にあって、中学校を中心と

した職場体験活動や、高等学校を中心とした
就業体験活動（以下「体験型キャリア教育」
と略記）は、学習指導要領において、キャリ
ア教育の視点からも重要な役割を果たすも
のと位置づけられた。そして、本研究の開始
当初、それら体験型キャリア教育は、多くの
中学校・高等学校において「総合的な学習の
時間」を用いて実施されていた。 
キャリア教育とは、「一人一人の社会的・

職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や
態度を育てることを通して、キャリア発達を
促す教育」（中央教育審議会キャリア教育・
職業教育特別部会「今後の学校におけるキャ
リア教育・職業教育の在り方について（第二
次審議経過報告）」、（2010））である。また、
「総合的な学習の時間」は、「自己の（在り
方）生き方を考えることができるようにす
る」（学習指導要領）ことを目標としている。
両者が目指している方向性や目標は、相当程
度において重なり合っていることから、体験
型キャリア教育を「総合的な学習の時間」に
位置づけて実施することは首肯できた。 
 
(2) 体験型キャリア教育実施上の課題 
しかしながら、前述した中教審第二次審議

経過報告においては、キャリア教育の課題と
して、一人一人の教員の受け止め方や実践の
内容・水準にばらつきがあることや、「体験
活動が重要」という側面のみをとらえ職場体
験活動等の実施をもってキャリア教育を行
ったとみなしたりする傾向があることを指
摘していた。 
また、研究代表者による過年度の研究にお

いても、小学校に比べて中学校の教員は「総
合的な学習の時間」に対する意識が積極的で
ないことや、具体的な指導方法に疑問や戸惑
いを感じていることが明らかになっていた
（岩崎保之、ウエストン出版部、目標準拠評
価論の研究－学校教育における理論と実践
－、（2009）など）。 
以上のことから、中学校・高等学校におけ

る体験型キャリア教育は、その多くが“やり
っ放し”の状況にあると推察することができ、
具体的な指導方法の開発や条件整備等が行
われない限り、中教審第二次経過報告の目論
見通りに、中・高等学校において体験的な学
習活動が推進されるとは限らないと考えら
れた。 

 
(3) 「総合的な学習の時間」の充実 
体験型キャリア教育が多くの場合「総合的

な学習の時間」において実施されていること
を鑑みると、“やりっ放し”の状況は、同時
間の存在意義そのものにも関わる問題でも
あった。 
すなわち、体験型キャリア教育を「探究的

な学習」として充実を図ったり、「体験活動
と言語活動の充実」を図ったりして具体的な
成果を示すことができなければ、特に中等教
育学校においては、ナショナル・スタンダー
ドとして「総合的な学習の時間」を教育課程
に位置づける国民的コンセンサスが得られ
なくなるのではないか、との懸念である。 
 
２．研究の目的 
(1) 概要 
 中学校・高等学校「総合的な学習の時間」
における体験型キャリア教育（職場体験活動、
就業体験活動）を研究対象とし、体験型キャ
リア教育が「総合的な学習の時間」の趣旨に 
則って効果的に実施されるよう、その促進理
論を生成する。 
 
(2) 促進理論の具体 
① 教育課程における体験型キャリア教育

の位置づけ方 
② 体験型キャリア教育を「総合的な学習

の時間」で実施する際の授業実施上及び学校
運営上の取組ポイントやモデル 
③ 生徒が作成する学習カードの査定（読

み取り）尺度 
 
３．研究の方法 
(1) 文献研究 
キャリア教育、「総合的な学習の時間」等

に関する国内外の文献を収集し、体験型キャ
リア教育の実施の在り方を、授業及び学校運
営の視点に基づいて理論的に検討するとと
もに、質問紙調査及び面接調査の設計に向け
た準備を行った。 
 
(2) 調査研究 
① 質問紙調査 

 職場体験活動が中学生のキャリア意識に
与える影響等を調査するため、研究協力の得
られた新潟県内の中学校で同活動を体験し
た生徒を対象に、自記式による質問紙調査を
実施した。 
また、教育課程の実施状況や、体験型キャ

リア教育及び「総合的な学習の時間」等に対
する教員の意識を調査するため、新潟県内全
ての前期中等教育諸学校（以下「中学校」と
略記）に勤務する教員を対象に実施した。 
② 参与観察 

 従前から体験型キャリア教育を積極的に
実施している新潟市内の中学校3校を対象に、
体験型キャリア教育をテーマとする「総合的
な学習の時間」の授業を参与した。 



③ 面接調査 
 上記 3－(1)及び(2)で生成した促進理論が
高等学校においても適用可能であるかや、高
等学校における実施上の留意点は何かを明
らかにする目的で、従前から体験型キャリア
教育に積極的に取り組んでいる新潟県内の
高等学校の教員 5名（うち 2名は教頭職）に
半構造化面接法による面接調査を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 教育課程における体験型キャリア教育
の位置づけ方 
① 職場体験活動が中学生のキャリア意識

に与える影響 
新潟県立教育センターが作成したキャリ

ア意識を測定する質問紙（中学生版）を用い
て、2011 年、新潟市内の中学生を対象として
職場体験活動の事前と事後に質問紙調査を
実施した（n=46）。 
全 16 項目の設問に対して対応のある t 検

定を行った。その結果、「学校・家庭での仕
事や職場体験等で与えられた内容には、意欲
的に確実に取り組むことができると思う」の
1 項目に統計上の有意差が認められた
（t=2.544、df=44、p<.05）。 
職場体験活動は、生徒の課題対応能力、特

に仕事への積極性を高めることが示唆され
た。 
② キャリア意識と自尊感情との関係 
上記①と同じ質問紙を用いて、2012 年、職

場体験活動を終えた新潟県内の中学生を対
象として質問紙調査を実施した（n=929）。 
単純集計では、全ての設問において肯定的

な回答が半数を超えていた。 
また、全ての設問に対して因子分析を行っ

た。その結果、「協調性・積極性」に関する
因子と「自己理解・進路設計」に関する因子
の 2つが生成された。 
さらに、自尊感情尺度の 1項目と他の尺度

15 項目との相関分析を行った。その結果、「自
分と違う意見を受け入れながら、自分の考え
を相手に分かりやすく伝えることができる」
「まわりの人を気づかいながら、進んで仲良
くお付き合いすることができる」「学校・家
庭生活において、自分の個性や興味･関心が
生かせる活動を、自分で選ぶことができる」
「自分で選んだことや行動したことには、最
後まできちんと取り組むことができる」「社
会における自分の役割や、働くことの役割や
大切さを、自分なりに理解している」の 5項
目間に、r=0.5 を超えるやや強い正の相関が
認められた。 
実際の職場で仕事を体験した中学生は、概

ね高いキャリア意識を持っていることが示
唆された。 
③ 職場体験活動の実施に係る教育課程の

編成状況 
 新潟県内の中学校教員を対象として、2012
年、質問紙調査を実施した（n=215）。 
 事前指導・職場体験・事後指導（以下「一

連の学習活動」と略記）実施の有無、キャリ
ア教育の全体計画や「一連の学習活動」の指
導計画の作成状況、「一連の学習活動」の配
当教科・領域を単純集計した。その結果、「一
連の学習活動」は 95.3%の中学校で実施して
いた。このうちキャリア教育に関する全体計
画は 79.9%が、「一連の学習活動」の指導計画
は 97.5%が作成していた。 
 また、勤務校の教育課程において「総合的
な学習の時間」に位置づけて実施した中学校
は 79.8%（事前学習 81.4%、事前指導 76.7%、
職場体験 78.5%、事後指導 82.6%）と、概ね
高い割合であった。 
 ④ 職場体験活動の実施状況 
 「一連の学習活動」の実施時間、職場体験
の実施時間・日数を単純集計した結果、「一
連の学習活動」の平均実施時間は、事前学習
7.6時間（SD=5.6）、事前準備4.0時間（SD=2.5）、
職場体験 15.2 時間（SD=9.0）、事後指導 6.5
時間（SD=4.2）であり、89.1%の中学校が 2
年生を対象にして実施していた。 
なお、職場体験活動の実施時間を日数に換

算すると 2 日間が 37.8%で最も多く、次いで
3日間が 30.1%、半日～1日が 16.8%と続いて
いた。文部科学省において推奨している 5日
間以上の実施は 12.7%に留まっていた。 
 調査対象とした中学校における「一連の学
習活動」の実施時間、実施対象学年、実施日
数等は、国立教育政策研究所の 2011 年度間
調査とほぼ同じ傾向にあった。 
 また、事業所等との受入れ交渉は、職場体
験活動を実施する学年部の教員が担当した
割合が 77.8%と最も多く、地域教育コーディ
ネーターなどの専門職員に委ねたり、教育委
員会や社会福祉協会などの外部組織に委ね
たりしたと回答した標本は 1 割弱であった。 
 さらに、職場体験活動を実施した事業所等
の職種に関して、「販売・接客業」「介護・保
育」がいずれも 9 割を超えていた。そして、
それらの事業所等と生徒とのマッチングに
関しては、「事業所等のリストを示し、行き
たい所を生徒に決めさせた」が 39.8%と最も
多く、「原則として、全て学校側が指定した」
は 7.5%にとどまっていた。 
〔考察〕 
上記 4－(1)－①及び②の結果から、体験型

キャリア教育においては、生徒が他者と関わ
ったり、自分自身の個性を考えたりする活動
を意図的・計画的に行うことで自尊感情が育
まれることが明らかになった。 
また、上記 4－(1)－③及び④の結果から、

中学校「総合的な学習の時間」は、体験型キ
ャリア教育を展開する教育課程として計画
的に位置づけられている状況にあることが
確認された。 
 
(2) 体験型キャリア教育を「総合的な学習の
時間」に位置づけて実施する際の授業実施上
及び学校運営上の取組ポイントやモデル 
① 「一連の学習活動」の成果 



 上記 4－(1)－③及び④で言及した質問紙調
査における「一連の学習活動」の成果に関す
る設問 16 項目のうち、自由記述を求めた 1
項目を除く 15項目を探索的に因子分析した。 
その結果、「協調性・積極性」（α=.811）、

「自己理解・進路設計」（α=.670）、「郷土愛・
学校愛」（α=.633）の 3 因子が生成された。 
② 事前学習・事後指導の内容 

 上記 4－(1)－③及び④で言及した質問紙調
査における事前学習・事後指導の内容に関す
る設問の単純集計では、事前学習においては
「教員による『職場体験』の目的、意義等に
関する講話」（87.7%）、「派遣先の担当者への
質問（事業所や業務に関する事項）を考える」
（85.3%）の 2 項目が、事後指導においては
「派遣先への礼状書き」（92.6%）の 1 項目が、
8 割を超える学校で行われていた。 
 次に、「総合的な学習の時間」の留意意識
に関する質問 15 項目を探索的に因子分解し
た。その結果、「探究的な学習」（α=.707）、
「他教科・領域との関連」（α=.671）、「評価・
補充指導」（α=.658）の 3因子が生成された。 
 これら 3 因子のうち「探究的な学習」因子
において生成された 6 尺度は、「一連の学習
活動」を単元として構成する学習活動として
把捉できる事項である。そこで、「一連の学
習活動」の成果に関する質問 16項目のうち、
自由記述を求めた 1 項目を除く 15 項目を主
成分分析して主成分得点を算出し、その平均
値を基準として、標本を「成果あり」群と「成
果なし」群の 2 群に分割した。そして、それ
ら 2 群間でｔ検定し、実践上の「総合的な学
習の時間」意識のどこに統計上の有意差がみ
られるか分析した。その結果、事前・事後指
導における「グループによる協同的な学習を
積極的に行った」「情報を整理・分析したり、
表現したりするなど、言語による活動を積極
的に行った」「自己を理解したり、将来の生
き方を考えたりする活動を積極的に行った」
の 3 項目、職場体験における「『職場体験』
が、問題の解決や探究の過程（課題の設定→
情報の収集→整理・分析→まとめ・表現）に
位置づくよう、内容や実施時期等を考えた」
の 1 項目、評価における「評価した結果を生
徒に知らせたり、補充指導したりすることを
意識的に行った」の 1 項目に、それぞれ 0.1%
水準の有意差がみられた。 
さらに、事前学習・事後指導それぞれの内

容を「意識した」「意識しなかった」の 2 群
間でχ２検定し、どの内容に統計上の有意な
偏りがみられるかを分析した。その結果、事
前学習については、「教員による職業観・勤
労観に関する講話」（χ2=7.670, df=1, p<.01）、
「外部講師による職業観・勤労観に関する講
話」（χ2=12.376, df=1, p<.001）、「学年全体
やグループで探究する課題（テーマ）の設定」
（χ2=6.497, df=1, p<.05）、「個人で探究する
課題（テーマ）の設定」（χ2=12.062, df=1, 
p<.01）、「自己効力感や自尊感情を高めるエ
クササイズ」（χ2=6.891, df=1, p<.001）、「そ

の他」（χ2=5.302, df=1, p<.05）の 6 項目に、
それぞれ統計上の有意な偏りがみられた。 
 事後指導については、「教員による職業
観・勤労観に関する講話」（χ2=9.355, df=1, 
p<.01）、「派遣先の事業所等で調査した情報
の整理・分析」（χ2=5.574, df=1, p<.05）、「学
年全体やグループで設定した学習課題（テー
マ）の考察」（χ2=28.525, df=1, p<.001）、「個
人で設定した学習課題（テーマ）の考察」（χ
2=20.330, df=1, p<.001）、「グループでのレポ
ート（新聞、模造紙のまとめ等を含む）の作
成」（χ2=4.624, df=1, p<.05）、「学年全体に
よる『職場体験』発表会」（χ2=7.642, df=1, 
p<.01）、「生徒の個人面談」（χ2=4.712,  df=1, 
p<.05）の 7 項目に、それぞれ統計上の有意
な偏りがみられた。 
 さらに、事前学習・事後指導それぞれの内
容を、前述した「成果あり」群と「成果なし」
群の 2 群間でχ2 検定し、どの内容に統計上
の有意な偏りがみられるかを分析した。その
結果、事前学習については、「職業に関する
ホームページの閲覧・分析 （χ2=6.716, df=1, 
p<.05）、「学年全体やグループで探究する課
題（テーマ）の設定」（χ2=4.777, df=1, p<.05）、
「自己効力感や自尊感情を高めるエクササ
イズ」（χ2=5.798, df=1, p<.05）、「社交性を
高めるエクササイズ」（χ 2=4.755, df=1, 
p<.05）、「その他」（χ2=7.712, df=1, p<.001）
の 5項目に、統計上の有意な偏りがみられた。
事後指導については、「総合的な学習の時間」
で探究する新たな課題の設定」（χ2=8.298, 
df=1, p<.001）の 1 項目に、それぞれ統計上
の有意な偏りがみられた。 
③ 実施上の課題 

 上記 4－(1)－③及び④で言及した質問紙調
査における「一連の学習活動」の課題意識に
関する設問 13 項目のうち、自由記述を求め
た 1 項目を除く 12 項目を、上記 4－(2)－②
で生成した「成果あり」群と「成果なし」群
の 2 群間でｔ検定し、どの課題意識に統計上
の有意差がみられるかを分析した。特に、「職
場体験する日数が足りなかった」「生徒が希
望した職種・事業所等に派遣できなかった」
の 2 項目については、「成果」尺度を従属変
数とする多変量分散分析も行って、統計上の
有意差を確認した。その結果、「一連の学習
活動」の課題意識については、「全体的に盛
り上がらなかった」（t (193)=2.43, p<.05）、
「全体計画や指導計画の作成が不十分だっ
た」（t (193)=2.37, p<.005）、「期待したほど、
生徒に成長や変化が見られなかった」
（t(192)=7.56, p<.001）、「評価が不十分だっ
た」（t (191)=4.08, p<.001）の 4 項目に、そ
れぞれ統計上の有意な差がみられた。しかし
ながら、「職場体験する日数が足りなかった」
「生徒が希望した職種・事業所等に派遣でき
なかった」の 2 項目については、統計上の有
意な差がみられなかった。 
 実践上の「総合的な学習の時間」の留意意
識におけるχ２検定の諸結果と、「一連の学習



活動」の成果におけるχ２検定の諸結果とで
共通している諸項目を比較検討してみると、
事前学習については「学年全体やグループで
探究する課題（テーマ）の設定」「自己効力
感や自尊感情を高めるエクササイズ」「その
他」の 3 項目がみられたのに対して、事後指
導については該当する項目がみられなかっ
た。 
このことからは、事前学習については計画

的に指導され一定の成果が意識されている
けれども、事後指導については事前学習に比
べて指導が手薄であったり、成果が意識され
ていなかったりする現状にあることが示唆
された。 
〔考察〕 
 中学校「総合的な学習の時間」において職
場体験活動を実施することで、キャリア教育
で目指している「基礎的・汎用的能力」の育
成が可能となる。このとき、上記 4－(2)－①、
②及び③の結果から、同時間の特質である
「問題の解決や探究活動の過程に適切に位
置付く学習活動」として職場体験活動を位置
づけるためには、以下の諸点に留意すること
が要件となることが明らかになった。 
 1 つは、事前指導の「課題の設定」場面で、
探究する課題を生徒が協同的に設定すると
ともに、生徒の自己効力感や自尊感情を高め
るエクササイズを行うことである。2 つは、
事後指導の「まとめ・表現」場面において、
新たな課題を設定して「問題の解決や探究的
な学習の過程」を次の過程につなげたり、評
価の充実を図ったりすることである。 
 また、課題としては、事後指導を充実させ
る指導方法を開発したり、職場体験活動を円
滑に実施するための学校内外における環境
を整備したり、十分な評価が行える計画を充
実させたりすることが求められる。 
なお、「事後指導を充実させる指導方法」

に関しては、授業を参与観察した結果、協同
的な言語活動であるファシリテーションを
用いた学習活動に、指導方法としての意義や
可能性を見いだすことができた。 
全学年で職場体験を実施しているN中学校

においては、探究する課題を設定する事前指
導だけでなく、職場体験を振り返ったり、新
たな課題を設定したりする事後指導におい
てにおいてもファシリテーションを実施し
ていた。特に、事後指導においては職場体験
を実施した事業所の担当者や、保護者、地域
の住民等を招き、生徒とともに学習成果を抽
出したり、働くことの意味や意義を話し合っ
たりしていた。その後に生徒一人一人が作成
するレポートは、ファシリテーションにおけ
る集団での思考を経てから書かれたもので
あるため、個人で思考した内容がより明確に
読み取れる記述が多く見られた。 
また、「学校内外における環境整備」の具

体に関しては、高等学校教員 5名を対象とし
た面接調査結果を、質的統合法に基づいて分
析中である。現在のところ、体験型キャリア

教育に関する目的や意義についての教員間
の共通理解が必要条件であり、そのための組
織や時間を整備することが肝要であること
が明らかになりつつある。 
 
(3) 生徒が作成する学習カードの読み取り尺
度 
 ① 定性的な査定の理論枠組み 
 「総合的な学習の時間」における生徒の学
習活動は、ペーパー・テストに代表される定
量的な査定を行うこができない。それゆえ、
体験型キャリア教育を同時間において実施
する場合は、「目標に準拠した評価」の理論
に基づき、定性的な査定を行うことが求めら
れる。しかしながら、研究代表者による過年
度における「目標に準拠した評価」に関する
教師の意識調査や理論研究の結果からは、評
価指標を設定する方法について課題がある
ことが明らかになっていた（岩崎保之、前掲
著、（2009）など）。 
そこで、「目標に準拠した評価」に関する

実践上の諸課題を解決するための原理と方
法を、「総合的な学習の時間」の理論的支柱
として位置づけられているデューイ（John 
Dewey, 1859－1952）の諸文献と先行する諸
研究を対象にして文献研究を行った。 
その結果、デューイは規準（criterion）と

基準（standard）を区別してとらえており、
この区別は、今日の教育評価において普及が
目指されているルーブリックの原理として
解釈できることが明らかになった。 
また、デューイが実験学校において児童の

感想文を査定した方法は、今日の教育評価に
おいて開発が進められているパフォーマン
ス評価の始原として解釈できることが明ら
かになった。 
さらに、デューイは、査定（assessment）

という用語と評価（evaluation）という用語
を文脈に応じて使い分けている。このことか
ら、評価指標を設定するときはテキストマイ
ニングやモデレーションの方法が参考にな
ることや、教師は教育的

、、、
査定（educative 

assessment）と教育上の
、、、、

査定（educational 
assessment）とを区別して指標を設定する必
要があることが明らかになった。 
 ② 中学校「職場体験活動」の感想文にお
けるキャリア意識の査定指標 
上記 4－(3)－①の結果に基づき、新潟県内

の中学校 9 校の生徒を対象にして、2012 年、
4－(1)－①及び②で言及した質問紙を用い
た質問紙調査と、「職場体験活動」後に作成
した感想文の収集を実施した。その際、無記
名の質問紙と感想文が同一の生徒によるも
のであることが分かるように、両者には同じ
番号を記入するよう求めた（n=307）。 
 まず、質問紙調査によるキャリア意識の平
均値 4.0（SD=.59）で自由記述を高群（n=157）
と低群（n=150）の 2 群に分けた。高群の平
均文字数は 279.1 字（SD=190.9）であり、低
群の平均文字数は 327.8 字（SD=204.3）であ



った。そして、2 群それぞれにおける頻出語
を、計量テキスト分析した。その結果、頻出
上位 50 語のうち「体験」「思う」「仕事」「職
場」「人」といった 41 語（82%）については
高群・低群それぞれで頻出し、そのうちの 32
語（78%）については 2 群の頻出差が 5 位以
内に収まっていた。しかしながら、「特に」
「店」「知る」は低群よりも高群に、「作業」
「課題」「コミュニケーション」は高群より
も低群に、それぞれ 10 位以上の差で頻出し
ていた。 
 次に、高群・低群それぞれの上位 50 位以
内の頻出語をクラスター分析して、出現パタ
ーンを分析した。その結果、低群では「仕事
は思った以上に大変」というように、職場体
験活動で体験した内容を表す名詞とそれに
対する情意を表す形容動詞との間に強い共
起関係が認められた。しかしながら、高群で
はそのような共起関係は認められなかった。 
以上の諸結果から、定量的な質問紙調査で

は相対的にキャリア意識が低いと査定され
る生徒の自由記述においては、高いと査定さ
れる生徒以上に職場体験活動を通して自分
自身が感じたり、考えたりしたことが表現さ
れる傾向にあることが示唆された。 
 質問紙調査による定量的な結果は、キャリ
ア意識が成長するにつれて「後退することも
珍しくない」（文部科学省、中学校キャリア
教育の手引き、教育出版、（2011））とされて
いる。それゆえ、職場体験活動で仕事の大変
さや働くことの意義を実感した生徒であれ
ばあるほど、キャリア意識に関する定量的な
質問紙調査では自己の能力を低めに見積も
ったことが考えられる。 
〔考察〕 
4－(3)－②の研究においては、職場体験活

動の後に作成する感想文（自由記述）におい
て生徒のキャリア意識を査定する指標とな
る語を抽出することはできなかった。 
しかしながら、体験内容に対する情意を表

す語を用いている生徒は、自らの能力を低め
にとらえる傾向にあることが明らかになっ
た。 
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